
評価項目
(評価対象事業）

目的・目標

事業の内容

　保護者が働きながら安心して子育てできる環境と児童の心身の健全な発達を
安定して確保するため、保育サービスに要する費用に対して適正な利用者負担
を求めていく。

１　保護者の就労・疾病等により、保育に欠ける乳幼児に安全で快適な保育を
提供する。
２　保育施設の整備や保育定員の拡大、地域の保育人材の育成などにより、待
機児童対策を進めるとともに、保育を必要としている区民に質の高い保育サー
ビスを提供する。
３　民間の保育施設の運営の安定を図るため、運営費等を支払う。
４　保育サービスの利用者から保護者負担金を徴収する。

課題と改善・
見直しの方向

【現状】
　少子化が進む一方、核家族化、経済状況の変化や就労形態の多様化に伴い、保
育需要は増大しています。区は待機児童対策を重要施策として取り組んでいます
が、保育施設の整備や各種保育サービスの拡充などに伴い、経費は年々増加して
います。今後も待機児童対策の充実に向けて、厳しい財政状況のもとで、質の高
い保育サービスを安定的かつ効率的に提供していくことが急務となっています。

【課題】
○平成9年3月の改定以降、現在まで据え置いている認可保育園の利用者負担（保
育料）について、早急な検討が必要になっています。

○多様な保育施設の整備が進む中で、認可保育所と認証・区保育室等の認可外保
育施設の保育料体系の違いにより、利用者負担に差が見られる状況となっていま
す。これまで認証保育所等保育料の一部助成などの負担軽減策を講じてきたこと
により、総体的には一定の均衡が保たれてはいますが、負担の公平性を確保する
観点から、保育施設間の利用者負担のあり方が課題となっています。

【改善･見直しの方向】
1 高所得者層を中心とした、認可保育園の保育料階層区分等の見直し
　認可保育園の保育料は、児童福祉法第56条で「保護者の負担能力を考慮し、児
童の年齢に応じて徴収することができる」とされています。杉並区の認可保育料
は23区の平均的水準ですが、区立保育園の事業コストに占める利用者の負担割合
は約10％、国の保育料徴収基準に対しても50%程度と抑えられています。特
に、高所得者層については、国が平成22年度保育料基準額表から高所得者層に適
用する保育階層を新設しているものの、区では階層区分の見直しを行っていない
ため、負担能力に比べ低く抑えられています。このため、高所得者層を中心に保
育料階層区分等の見直しが必要と考えます。

2 保育施設間の利用者負担の公平性の確保
　保育施設間の利用者負担の均衡については、中期的な視点から同一保育料体系
への統合も視野に入れながら、より適切な対応を図る必要があると考えます。
　なお、国の「子ども・子育て新システム」や「社会保障と税の一体改革」に関
する検討の中で、子育て、医療、介護に係る負担の横断的な調整に関する制度
（＝利用者負担総合合算制度）の創設が課題となっており、今後、国の動向を踏
まえて、改めて利用者負担の考え方を整理していきます。

評価対象概要シート

７　保育施設の利用者負担

事務事業／
担当部課

保育園運営
民営保育園等に対する保育委託
認証保育所運営
グループ保育室の運営
杉並区保育室の運営

保健福祉部保育課

上位施策名 保育の充実

２ 日 目
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款 4 項 2 目 1 事業 18

係名

24

36 年度 分野 2
政策
番号

2
施策
番号

1
事業
コード 1,2

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 所

③ ％

④ 人

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 769.37 51.90 753.37 48.90 750.05 48.80 743.20 57.30 736.65 77.00 733.85 87.90

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 1,032,585

7,969,028

財
源

7,989,848

185,804

（内）非常勤
職員分

8,866,8388,949,801 9,128,206

成果指標（2） 86

1,867,817

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

183,689

7,836,301

00

20,044

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

188,515

14,46022,540

11.2

0

1,008,361

00

10.7

差引：一般
財源⑪-⑰

0

0

22,427

10.5

958,346

受益者負担比率⑬÷⑪

受益者負担分 966,044

都からの
補助金等

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

8,975,936

（内）常勤職員
分(超勤分含)

145,320

6,962,799

227,150

11.4

8,151,813

0 0

9,183,722

0

10.8

8,000,554

0

20,284

986,088 1,030,537 976,393

18,835

980,773

その他の
補助金等

1,011,702

事業費

職員数 (常勤｜非常勤)

10.8

190,518

（内）投資的経費等

6,570,918

1,320,3261,220,693

169,035

0

9090

2,124,051 2,329,827

0137

62

0

51

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

新規入所児童数÷申込者数

22年度 計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

100.0

47,614

4

保育園運営

1372

4

48,204

3

48,753

単位
20年度

実績実績

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部保育課担当部課名

278

272
連絡先

電話番号

23

4

136,578

0

6,689,172

0

1,110,0791,147,202

6,659,694

43

903,200

2,070,846

1,270,341

既定事業

実績

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

入所実施率成果指標名（1)

136,298

185,284

0

0

956,109 1,010,045

189,366

0

9,033,139

6,629,344

上位施策No・施策名 保育の充実

対象

児童福祉施設最低基準（厚生省令）

予算事業区分

○保護者が昼間に常態的に労働しているなどで保育に欠けている児童
○区が指定管理者を指定して運営する保育所

根拠
法令
等

区分

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○保護者が働きながら子育てできる環境を整えるとともに、
児童の心身の健全な発達を確保します。

21年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○保育を必要とする児童の預かり保育を実施する。
○産休明け保育、延長保育、年末保育、緊急一時保育など
の保育サービスを行う。
○区立保育園の保育事業について、指定管理者に事業委
託を行う。

計画

在籍児童数

活動指標名（式）

児童福祉法第24条第1項、39条

指
標 成果指標（1）

活動指標（1） 48,271

活動指標（2）

48,168

47.8

4

指定管理保育所数

待機児童数

23年度
計画

101.1

90

4

算定式・指標
の説明等

48,204

259,305

95.9

0

22年度予算執行率％2,378,475

0

１．活動指標（１）は区立園の毎
月在籍児童数の年間積算数
２．成果指標（１）は認可保育園
の年間入所承諾件数を年間申
込件数で除した値6,545,942

8,175,361

993,901

計画
（目標値）

2,235,071

特記事項

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和
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単位

園

園

園

園

）

特
記
事
項

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

（1）協働等は実現しているか

規模

（2）事業実績

278

4

一般保育（執）

783,559

整理番号平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

40 701,660

その他（

(4)協働等の今後のあり方

協
働
等
点
検

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

17

延長保育（執）

340,294調理業務・用務業務委託

平成22年度から延長保育を新規に2園（累計38園）で実施するとともに、調理・用務業務委託も新たに5
園（累計17園）で開始されました。通常保育以外でも、緊急一時保育や年末保育（5園）などを実施しま
した。心理職による巡回指導や職員が区の保育実践について学ぶ研修の実施など、保育サービスの
質を高める取組も行いました。

247,709

38 161,849

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

産休明け保育、緊急一時保育、園外保育、年末保育　ほか

(2)協働等の相手

今後の予測
経済情勢の悪化や女性の社会進出に伴う共稼ぎ世帯の増などにより、保育需要はより一層増加してい
くものと見込まれます。

評価と課題

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

尐子化が進む一方、経済状況の変化や就労形態の多様化に伴い、保育需要は増大しています。昭
和59年から延長保育、平成元年度から産休明け保育、平成２年度から緊急一時保育、平成12年度か
ら年末保育が開始されました。また、21年4月から新たに1園が指定管理保育所となり、4園の区立保育
園が公設民営化されています。

管理運営委託（指定管理者）

保育園では、様々な保育サービスを行いながら円滑な園運営に向けて日々取り組んでいます。これら
の保育サービスを充実させていく一方で、急増する保育需要に的確に対応していくための施設整備計
画として「保育に関する安全・安心プラン」を平成21年9月に策定し実行するとともに、計画を上回る需
要に対しても迅速に対応した結果、平成22年４月の待機児童数は23区最小の23名となり、大きな成果
をあげました。

保育園入所待機児童の解消に関する要望が多く寄せられているほか、延長保育をはじめとした多様な
保育サービスに関するニーズがあります。

(3)協働等の形態

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

調理・用務業務の委託、延長保育実施園の増など、現行計画に基づく保育園運営の見直しについては、着実に実施をしま
す。また、指定管理者への移行についても、現行計画（あと７園を移行）を実施することを最優先課題とし、具体的な取組スケ
ジュール及び実施内容を検討のうえ、具体化に向けた取組を着実に進めます。
また、『保育に関する安全・安心プラン』策定後の就学前人口や保育需要の増加等に対応し、今後も待機児解消状態を継続
させるために、保育サービスに係る新たなプランを総合的に検討・策定します。検討にあたっては、厳しい財政状況や多くの
区立施設が経年による更新期を迎えること等を踏まえ、民間による認可保育所等による施設増設計画に加え、効率的かつ効
果的な社会基盤の整備の観点から、既存施設の再配置及び有効活用の視点を踏まえることとします。さらに、保育サービス
の拡充に伴う保護者負担の公平性等の課題についても、併せて検討を進めます。

一部実現している 社団法人・財団法人等公益団体（(3)へ）

指定管理者 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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款 4 項 2 目 1 事業 21

係名

24

22 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

②

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.84 0.00 0.84 0.00 0.84 0.00 0.84 0.00 0.64 0.00 0.44 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 869,768

997,539

財
源

920,699

0

375,286374,504

173,326

124,223

（内）委託費

1,825,162

291,345

180,813

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等 377,357

都からの
補助金等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪

1,135,211972,306

123,992

差引：一般
財源⑪-⑰

273,431 269,980

130,331

受益者負担分

180,286

0

16.0

1,043,552

201,513211,103

935,996

16.1

877,651

0

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

195,027

1,022,045

1,891,813

その他の
補助金等

14.8 14.5

0 00

1,741,960

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

7,602

0

1,921,2031,819,750

0

2,071,207

124,711

323,806

124,740

403,784

278,840 305,227

129,217

353,438

821,261 847,444827,623

15.6

１．活動指標（１）は私立保育園
（区外公立園を含む）の毎月在
籍児童数の年間積算数
２．成果指標（１）の入所率は、
申込者が待機児童とならずに
入所できた割合。
※待機児童は、認可保育所入
所希望者全体の1％
　整理番号278「保育園運営事
業」に入所率（申込者が認可保
育所に入園できたの割合）とは
異なる角度で成果を検証

3,925

0

7,458 5,709

0

7,493

00

410,677

100.0100.0

1,817,704

0

7,458

1,913,710

0

職員数 (常勤｜非常勤)

97.9

1,734,358事業費

15.7

（内）投資的経費等

成果指標（2）

成果指標（1）

人
件
費

活動指標（1） 14,64914,049

単位
20年度

実績実績 計画

1372

成果指標名（2)

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

延入所児童数

活動指標名（式）

入所実施率

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

延入所児童数÷延入所申込児童数（延入所児
童数＋延待機児童数）

予算事業区分

15,166

99.1

21年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○認可保育所に対し、保育に欠ける児童の入所人数や職
員配置に応じて、国及び杉並区で定めた保育所運営費を支
払う。

活動指標（2）

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部保育課担当部課名

民営保育園等に対する保育委託 281

275

0

1,812,292

00 0

0

0

22年度

算定式・指標
の説明等

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％計画
（目標値）

実績

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 保育の充実

対象

児童福祉法による保育所運営費国庫負担金につい
て

根拠
法令
等

既定事業

事
務
事
業
の
概
要

児童福祉法第２４条、第５１条第1号

0

16,608

区分

14,004

指
標 98.8

14,868

22年度予算執行率％2,067,282

99.1

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○保護者の就労・疾病等により、保育に欠ける乳幼児を、区
内公立保育所以外の保育所に入所させた場合に、その保
育所に対し運営費を支払うことにより、保育所運営の安定及
び入所児童の安全で快適な保育を確保します。

区が保育の実施を行う乳幼児の在籍する保育所

特記事項

98.6

0

100.0

23年度
計画

102.0

1,886,104

0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和
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単位

人

人

）

特
記
事
項

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

(4)協働等の今後のあり方

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

社会情勢の変化により保育需要は急激に増大しましたが、私立認可保育所及び区外認可保育所への
運営費を支払うことにより、安定した園運営や安全な保育環境を確保しながら、多くの入所児童を受入
れることができました。

0

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

15166 1,317,295

規模

568,809

（2）事業実績

その他（

事
業
環
境
の
変
化

開始当初、保育は措置でしたが、平成９年6月の児童福祉法改正により、保護者が保育所を選択し、
区が保育の実施をする方式に変わりました。そして平成１２年に、国は保育所の設置主体に対する制
限を緩和し、社会福祉法人以外の者が保育事業を行えるようになりました。

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

281

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

15166

委託費・国基準運営費　（執）

整理番号

委託費・区加算運営費　（執）

保育需要は急激に増大しましたが、私立認可保育所及び区外認可保育所への運営費を支払うことに
より、安定した園運営や安全な保育環境を確保しながら、多くの入所児童を受入れることができました。

待機児童を解消してほしい、長時間保育や一時保育を実施してほしい、といった内容が寄せられてい
ます。

(3)協働等の形態

今後の予測
社会情勢の変化により、保育需要は増大傾向にあり、待機児童の解消とともに多様な保育需要への対
応が求められています。

(2)協働等の相手

評価と課題

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

保育需要の増大に応じて、定員の弾力的運用（定員を超える児童の受入れ）や定員変更（増加）を実施するとともに、分園の
新設を検討します。　私立保育園の運営費については、国や都の補助も見込めることから、今後の待機児童対策において
は、保育サービスに係る公民の役割分担と責任を明確にしたうえで、私立保育園の増設、既存保育室の私立保育園分園化
などを進めることを検討していきます。

十分に実現している 社団法人・財団法人等公益団体（(3)へ）

協働［補助・助成］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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款 4 項 2 目 1 事業 24

係名

24

13 年度 分野 2
政策
番号

2
施策
番号

1
事業
コード 5

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 所

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.20 1.00 0.20 0.70 0.10 0.50 0.10

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

計画
（目標値）

917,877

96

16

算定式・指標
の説明等

6,558

特記事項

295

99.922年度予算執行率％

8,920

杉並区認証保育所事業実施要綱

実績

成果指標名（2)

96.9

18

区内認証保育所数

23年度
計画

95.2活動指標（1） 4,572

区内認証保育所の受託児童数

活動指標名（式）

22年度

算定式・指標
の説明等

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

区民受託率

1385

根拠
法令
等

既定事業

区分

4,697

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○都独自の設置基準及び都と区が連携して運営指導するこ
とにより、認証保育所の保育サービス水準を維持向上させる
とともに、区民の多様なニーズに応え、待機児解消を図りま
す。

指
標

0

924,416

590

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

上位施策No・施策名 保育の充実

対象

東京都認証保育所事業実施要綱

0

112

9,050

559

172,530

0

0

0 0

164,976

278

1,114,362

0

6,244

128169

15

5,358

9393

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

指導係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部保育課担当部課名

認証保育所運営 284

実績実績 計画

93.8

3,494

活動指標（2） 14 14

5,626

11

予算事業区分

団体：都が独自の基準により認証した保育所（ただし杉並区外の施
設については、杉並区民在籍施設）　個人：認証保育所入所者

21年度

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○都と区で、認証保育所を駅前に開設した場合に開設準備
経費として改修経費を補助するとともに、入所児童数に応じ
て運営費を補助する。
○認証保育所入所者を対象に保育料の負担軽減を図るた
め、保育料の一部助成を行う。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

区内認証保育所の杉並区に住所を有する児童
の延受託児童数÷延定員数

単位
20年度

9696

723,237

112

8,879

918,646

169

96

531,401事業費

職員数 (常勤｜非常勤)

0.0

（内）投資的経費等 0

169

成果指標（1）

成果指標（2）

723,058

0

0

8,879

0

300 3,340 0

732,116

3,340

928,156

295

0.0

928,156

0 0

1,119,117

0

170,649

732,496

0

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

540,451

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

4,460

受益者負担分

155,869

その他の
補助金等

0.0 0.0

0

00

0

0.0

924,416

0.0

0

0

000

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

154,680

0

0

0

0300

0

0

都からの
補助金等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪

差引：一般
財源⑪-⑰

1,119,117729,156

160,213

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

732,116

財
源

540,151

0

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成
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単位

所

人

所

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

認証保育所は駅前中心の立地、付加サービスの実施など、大都市の実情を踏まえ多様な保育ニーズに対応できる施設とし
て保護者の評価も高く、この間増設に努めてきましたが、保育需要が高まるなかで３歳児以上の受入施設確保等の課題もあ
り、今後の増設については、近隣の保育施設の状況等も踏まえ、慎重に進めていきます。

なお、認証保育所等保育料補助金については、平成22年度に増額と新たな補助金額の設定を行い、総体として認可保育園
の負担レベルと均衡を図っていますが、より負担の公平性の徹底を進めるため、保育料のあり方について総合的に検討しま
す。

評価と課題

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

平成１３年１０月事業開始。平成２３年３月現在　認証保育所数１５所　入所定員480名

認証保育所等保育料補助

認証保育所は東京における多様化した保育ニーズへの対応や、待機児童解消を迅速に図るための施
設として整備が進められていますが、22年度は新たに１所整備をしました。認証保育所の開所にあたっ
ては、東京都における基準・認証スケジュールに基づいて進めるものであることから、待機児童の状況
などを把握しながら、計画的に進めていく必要があります。また、既存の施設が平成22年度で15所とな
り、保育の質の維持や事故等の防止のため引き続き都と連携して厳正な指導監督を行います。

平成１８年度より保育料補助制度が開始され、利用者には好評です。一方、待機児童数の増加から、
認証保育所整備への要望も増加しています。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

今後の予測
多様化した保育ニーズへの対応と待機児童の解消へ向けて、認証保育所の整備は今後も計画的に
進めていくことになります。

211,075

（2）事業実績

2

施設賃貸料、事務経費　ほか

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

284

認証保育所新規施設の開設準備経費

7046

認証保育所運営費等補助

42,547

整理番号

待機児童解消へ向けた対策として、認証保育所を新たに１所（高円寺地域）開所しました。

また、認証保育所等保育料補助については、22年度より増額と新たな補助金の支給額区分の設定を
行っています。

342

7,309

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

74 656,604

その他（

規模

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

(4)協働等の今後のあり方

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

事業開始当初から
現在までの変化

事業費（千円）

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

協働［補助・助成］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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款 4 項 2 目 1 事業 26

係名

24

13 年度 分野 2
政策
番号

2
施策
番号

1
事業
コード 6

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 人

③ ％

④ ％

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.60 0.00 1.88 36.10 2.25 44.70 0.70 0.20 0.50 0.10 0.50 0.10

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

国からの
補助金等

その他の
補助金等

受益者負担分

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

財
源

差引：一般
財源⑪-⑰

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

都からの
補助金等

0

00

18,772

0

0

0

0

20,609

0

20,609

43,939 0

43,939 0

受益者負担比率⑬÷⑪

0

60,419432,598477,67228,743

0.00.0

62,423

884,578

590124,847

0

100,827

885,757

0

開所した区保育室の運営のため
22年度から新規事業として「杉並
区保育室の運営」が設けられた。こ
れにより、22年度からは職員数（人
件費）も大きく減少している。4,460

0

18,772

0

92,622

0.0 0.00.0 0.0

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

6,244

0

19,978

0

32,213

295

62,423

00

5,430

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

47,515

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

100

0

540

0

16,693

115

360,152

97,609

100

39,178

0.0

成果指標（2） －

109

活動指標（2） 180 167

92

0

115

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

指導係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部保育課担当部課名

グループ保育室の運営 286

1389

0

0

55,664

0

4,460

39,17839,053

98,000

0

指
標 成果指標（1）

0

539

100

活動指標（1） 538

事業費 42,085

職員数 (常勤｜非常勤)

476,537

0

35,502

331,712

0

82,942

477,672

（内）投資的経費等

0

115,598

連絡先
電話番号

成果指標名（1) 受託率（グループ保育室）

活動指標名（式）

実績

成果指標名（2)

上位施策No・施策名 保育の充実

対象 杉並区グループ保育事業運営要綱

既定事業予算事業区分

子供の保育について、資格や技能経験を有する者で、定め
られた基準を満たし、区長が認定した者

280

513 540

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○区が保育施設を整備し、育成した保育者グループに保育
施設の運営を委託します。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

延受託児童数÷延定員数

単位
20年度

区分
計画

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○保育需要の高い乳幼児保育の待機児解消と、創意工夫
のある保育により、児童福祉の向上を図ります。

21年度

実績実績

22年度

算定式・指標
の説明等

計画
（目標値）

根拠
法令
等

延受託児童数（グループ保育室）

349

算定式・指標
の説明等

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

52,822

100

540

特記事項

86.8

99.8

23年度
計画

115

111,887

95.022年度予算執行率％

295

0.0

60,41952,822

55,589

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成

58



単位

人

人

）

特
記
事
項

平成22年4月から両グループ保育室の定員を3名ずつ増員しました。

0

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（

規模内　　　容

今後の予測
両グループ保育室とも好評のため、今後も受託率はほぼ安定するものと思われます。さらなる保育内
容の充実を図ります。

評価と課題

事
業
環
境
の
変
化

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

52

保育委託経費

整理番号

11,920

286

539 38,570

事業費（千円）

2,332

（2）事業実績

グループ保育室は平成１３年１２月の新規開設当初から保護者には好評の事業であり、予定を早めて
平成１７年６月に２所目を開設。こちらも順調な運営状況の中で、待機児解消に向けて、定員の弾力化
を２回に分けて実施しました。平成22年4月から2所とも定員を3名ずつ増員しました。

運営経費　ほか

事業開始当初から
現在までの変化

(4)協働等の今後のあり方

格差是正保育料補助

両グループ保育室とも、保護者から好評で、安定した運営をしています。グループ保育室は２歳児まで
の受託のため、３歳児以降の受け入れ先の確保が課題です。

グループ保育室は、施設も大きく、明るい雰囲気の施設で、見学に訪れる保護者のほとんどが入所を
決めています。２所とも受託率は高く、受託満了期までの入所を希望する保護者は多いが、３歳からの
認可保育所の受託が約束されているものではないことが難点です。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

グループ保育室は区民のグループが保育を実施する協働型の地域に密着した保育施設として実績をあげてきたが、平成21
年度の家庭福祉員事業の見直しにより、地域人材による保育施設という点で、性格が似かよったものとなっており、今後のあり
方について整理、見直しが必要となっています。このため、当区の保育施策全体の中での本事業の意義・役割を明確にした
うえで、グループ保育室、家庭福祉員双方のメリットを活かしながらより一層発展させる方向で、施設（事業）のあり方について
の検討・見直しを行います。

十分に実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

協働［委託］ 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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款 4 項 2 目 1 事業 38

係名

24

22 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

①

②

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.30 0.00 1.78 63.20 2.58 85.50

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

100.6

0

366,850

特記事項

529

17

22年度

計画
（目標値）

252,225

83.922年度予算執行率％398,227

0

77,128

計画（目標値）に
対する22年度の

達成率　％

定員増を図れた人数（区保育室定員数）

杉並区保育室事業実施要綱

実績

成果指標名（2)

23年度
計画

100.0

1388

根拠
法令
等

新規事業

事
務
事
業
の
概
要

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○待機児解消のための緊急対策として、杉並区保育室の整
備・運営を行います。

算定式・指標
の説明等

上位施策No・施策名 保育の充実

対象

成果指標名（1)

2,676

351

76,270

0

13

算定式・指標
の説明等

349

569,168

15,878

00

0

0

平成23年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

保育施設計画
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部保育課担当部課名

杉並区保育室の運営 298

連絡先
電話番号

新

予算事業区分

○保護者が昼間に常態的に労働しているなどで保育に欠けている児童
○保育施設を運営する民間事業者

成果指標（2）

区分

指
標 成果指標（1）

活動指標（1） 13

20年度

実績実績 計画

21年度
単位

区保育室数

活動指標名（式）

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○区施設の空きスペースや民間の空き店舗等を活用し、保
育室の整備を行う。
○区が運営する直営型保育室と民間事業者に運営を委託
する委託型保育室により保育室を実施する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（2）

0

436,994

83,505

0

186,440

0

0 0 0

0.0

事業費

（内）投資的経費等

0

その他の
補助金等

0

0

00

00

439,670

0

0

673,466

39,615,647

0

43,782,154

0

439,670

0 0

33,820,769

0

0.0

569,168

0.0

本事業「杉並区保育室の運営」
は、22年度にグループ保育室
の運営から独立して設置した。

23,014

受益者負担分

総事業費⑤+⑨+⑩

（内）委託費

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

職員数 (常勤｜非常勤)

0

（内）非常勤
職員分

人
件
費

0

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

都からの
補助金等

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

受益者負担比率⑬÷⑪

差引：一般
財源⑪-⑰

673,4660

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯ 0

財
源

0

国からの
補助金等

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成
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単位

園

園

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

20年度から整備を進めてきた区保育室は、５年間程度の暫定的な設置を前提としており、初期施設は３年目を迎えたことか
ら、今後の保育室のあり方についての検討が急務となっています。区保育室のあり方については、今後策定する予定の保育
に関する新たなプランの中で、認可保育園の分園化や区立施設の有効活用による再配置等、総合的に検討のうえ再構築を
図っていきます。

今後の予測
今後も保育需要は、増加するものと思われます。

整理番号

事業費（千円）

評価と課題

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

長期の経済状況の低迷により保育需要が急増したことから、区では待機児童を解消するための緊急対
策として、区保育室の整備を進め、22年度までに13箇所の保育室を開所しました。区保育室の設置基
準は認可保育園の基準を準用しており、良好な保育環境を確保しています。

（2）事業実績

委託型保育室（執）

保育園待機児解消の緊急対策として20年度から保育室の整備を進め、351人（13所）の定員増を図り
ました。今後は、暫定施設として設置している区保育室の今後のあり方について、抜本的に検討してい
く必要があります。

保育園待機児解消の緊急対策として短期間で保育室を整備したことで、待機期間が短縮できたため
好評でした。

(3)協働等の形態

(2)協働等の相手

300,100

(4)協働等の今後のあり方

事業開始当初から
現在までの変化

2
2
年
度
の
事
業
実
施
状
況

298

7

直営型保育室（執） 66,748

その他（

規模

直営型保育室は、21年度に開所した5園に加え、新たに1園が開所し6園（定員数138人）となりました。
また、委託型保育室は、21年度に開所した3園に加え、新たに4園が開所し7園（定員数225人）となりま
した。

2

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

6

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

平成23年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　
内　　　容

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%以上に相当] 実施継続

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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保育施設の利用者負担 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保育の充実･待機児童対策関連経費は年々増加（資料３） 

○ 大都市杉並の状況を踏まえ、認可保育園のほか、区保育室、認証保育所など多様な保育 

施設を整備（資料４） 

   ⇒ 建設用地の不足、急増・多様化する保育ニーズに迅速に対応する必要性 

○ 「頑張れば頑張るほど」子育て世帯の転入や保育需要が増え、厳しい状況に 

⇒ 国や都の広域的な対応・支援が不可欠 

○ 国の「子ども・子育て新システム検討会議」において、幼保一体化を含む新たな次世代 

育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けた検討が進行中 

予定されている 

保育をめぐる状況 

 

保育施策経費が年々増加する中で、認可保

育園保育料は平成９年３月の改定以降、現

在まで据え置き 
 

⇒区立認可保育園の事業コストに占める

保護者負担割合は約１割（資料５） 

⇒認可保育料決定は自治事務（区が決定） 

⇒最高階層区分（D21）に該当する利用者 

人数が最大（資料６） 

⇒他自治体の一部では既に見直しを実 

施（資料７） 

 

課題１ 負担水準の妥当性 

 
 

多様な保育施設整備が進む一方、保育料

体系は別々。認可の負担レベルを基本に

保護者補助金で負担の均衡確保に努める

ものの、完全な均衡には至らず（資料８） 
 

⇒認可は所得等に応じて 26区分の保育 

料。区保育室（委託型）、認証保育所

等は 3区分の保護者補助金 

⇒他の就学前施設との均衡 

⇒子ども・子育て新システムにおける

「公定価格」 

課題２ 負担の公平性

性 

 
 
～社会全体で子ども・子育てを支援～ 
 

○認可制度 ⇒ 指定制度へ 

○こども園給付、公定価格による給付の一体化  

○総合施設（仮称）による幼保一体化 

「子ども・子育て新システム」（案） 

 

○ 保育施設等の種類と区内における設置状況（資料１） 

○ 保育施設等の就園状況（資料２） 

区内の保育施設等 

平成２５年４月 

施行予定 

参考資料７－１ 
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保育施設等の種類 

平成２３年４月１日現在 

保育施設の種類 定義 対象児童 

区内施設 

施設数、定員 
保育料月額（円） 

(1日 11時間・週 5日) 

認可保育所 国の認可基準を満た

し、知事の認可を受け

た保育施設 

就学前の保育に

欠ける児童 

６１園、5,334人 

・区立 44園、4,017人 

・私立 17園、1,317人 

0～57,500 

年齢・負担能力に

応じて 

認証保育所 都独自の制度で、国よ

り緩やかな設置基準を

満たした保育施設 

０～５歳児 

※Ｂ型は０～２歳児 

１６園、503人 

･A型 12 園、424 人 

・B 型 4 園、  79 人 

61,000～71,000 

※区内認証保育所

の例 

杉並区保育室 

 H20年度～ 

杉並区が待機児童解

消の緊急対策として設

置した独自の保育施設 

０～５歳児 

※保育要件が必要 

※施設により受け 

入れ年齢が異 

なる 

１３園、477人 

･直営 6 園、136 人 

･委託 10 園、341 人 

0～36,500（直営） 

年齢・世帯年収等

に応じて 

グループ保育室 区が整備した保育施

設を、委託保育者グル

ープが運営し、保育を

行う施設 

０～２歳児 

※保育要件が必要 

２園、45人 実負担額は杉並区

保育室と同じ 

家庭福祉員 一定の資格を持ち、区

長の認定を受けた方

が家庭的雰囲気を大

切に保育を行う施設 

０～２歳児 

※保育要件が必要 

１２園、55人 

（８名＋４グループ） 

 

23,000 

※預かり時間は 8

時 30分～17時 

杉並区立子供園

（長時間保育） 

 Ｈ２２年度～ 

杉並区独自の幼保一

体化施設 

※区立幼稚園から移行 

３～５歳児 ３園、42人 

外、長時間保育未実

施１園 

0～24,500 

世帯年収等に応じ

て 

幼稚園（区立） 知事の認可を受け、義

務教育の基礎を培うた

めの保育を行う施設 

４，５歳児 ２園、256人 8,000 

認定こども園 

（長時間保育） 

就学前の子どもを、保

護者の就労に関らず

受け入れ、幼児教育・

保育を一体的に提供

する保育施設 

０～５歳児 

※施設により受け

入れ年齢が異 

なる 

2園（私立）、56人 58,720 

※私立幼稚園保護

者補助金制度あり 

私立幼稚園 

（預かり保育／区

助成分） 

幼稚園教育時間終了

後も引き続き在園児を

夕方まで預かる幼稚園 

 

３歳～５歳児 ２園、40人 41,000 

※私立幼稚園保護

者補助金制度あり 

 

 

資料 1 

63



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

金額（百万円）

保育事業経費（歳出）

認可保育所分経費（歳出）

保護者負担額（歳入）

※経費（歳出）には職員人件費（21年度/約72億）は含まれていません（非常勤の一部を除く）。

2,947
3,340

2,822

3,103

4,558

6,094

4,584

4,120

5,2594,972

4,364 4,435

3,818

4,152
3,877

3,580

937 1,039 1,140 1,304

3,205 3,253

2,899
3,077

 

資料２ 

資料３ 
保育関連経費の推移 

不明（在宅・その他） 

８，８６２人 

４０．７％ 

区立認可幼稚園 

(子供園を含む) 

５４７人 

２．５％ 
私立認可幼稚園 

５，４７０人 

２５．１％ 

認定こども園 

３７２人 

１．７％ 

区立認可保育園 

４，０５１人 

１８．６％ 

私立認可保育園 

１，３２４人 

６．１％ 

区保育室 

４０４人 

１．９％ 
認証保育所 

６６４人 

３．０％ 

グループ保育室・ 

家庭福祉員 

９５人 

０．４％ 

杉並区における保育施設等への就園状況（０～５歳児） 

総数 

２１，７８９人 

平成 
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1036
1234 1236 1175

1288 1386

1797
1936

2377

5038 5073
5231

5382 5461 5559
5786

6346

6870

173

151

98

46

13

86

137

23

71

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

平成15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

認可申込数 保育定員 待機児童数

 

 

 

 

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000 

全 体

5歳児

4歳児

3歳児

2歳児

1歳児

0歳児

保育経費（円）

保護者負担

運営経費

２0，750円 （6.2％）

２０，６６７円 （8.2％）

２０，６６７円 （8.5％）

２0，750円 （12.3％）

２0，750円（13.0％）

２0，750円（13.0％）

３３３，８３３円

２５３，０００円

２４１，８３３円

１６８，５００円

１５９，７５０円

１６０，０００円

２0，750円（10.0％）

２０６，９１７円

 

資料 4 

歳児別保育児童一人あたり経費（月額平均） 

保育定員・認可保育園申込数と待機児童数 

資料５ 

人 
人 

※保育定員：認可、認証、区保育室、グループ保育室、家庭福祉員、認定こども園、区立子供
園(長時間)、私立幼稚園預かり保育(区助成分)の合計(整備予定含む) 

※認可保育園申込と待機児童数は各年４月 
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年収と階層（参考値）

階層 Ｂ Ｃ Ｄ１ Ｄ２ Ｄ３ Ｄ４ Ｄ５ Ｄ６ Ｄ７ Ｄ８ Ｄ９ Ｄ10 Ｄ11 Ｄ12 Ｄ13 Ｄ14 Ｄ15 Ｄ16 Ｄ17 Ｄ18 Ｄ19 Ｄ20 Ｄ21

年収
（万円）

200 600 800 1,200 1,300 1,400
1,500
以上

※両親と幼児１人世帯の参考値

200未満 300 400 500
700

(平均値)
900 1,000 1,100

 
 
  
 
 
 
 
 

 

資料６-１ 

資料６－２ 

保育料階層別の児童分布（21年度） 

D21階層／所得税額別児童分布 
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15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

5万 17万 50万 100万 150万 200万 400万

保育料額（円）

所得税額（円）

杉並

文京

江東

品川

23区平均

中央

千葉

文京

品川

江東

23区平均

杉並

中央

千葉

（年収700万） （年収1,200万）参考値（年収400万） （年収1500万） （年収1,800万） （年収2,000万） （年収3,000万）

 

 

 

 

 

（１）認証保育所に入所している場合 

児童の年齢＼世帯年収 A・B 階層 ７００万円未満 ７００万円以上 

０～２歳 上限６５，０００円 ４０，０００円 ２５，０００円 

３歳以上 上限４５，０００円 ３５，０００円 ２０，０００円 

 

（２）杉並区グループ保育室及び杉並区保育室（委託型）に入所している場合 

児童の年齢＼世帯年収 A・B 階層 ７００万円未満 ７００万円以上 

０～２歳 上限５４，０００円 ３０，０００円 １７，０００円 

３歳以上 上限３１，０００円 １０，０００円 １，５００円 

 

※ （１）、（２）とも月１６０時間以上の月極め保育契約により入所していることなどが条件 

となります。 

 

 

資料７ 

資料８－１ 

各区の所得税別保育料状況（3歳未満児） 

認証保育所等の保育料の一部助成金額（抜粋） 
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0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

A・B C３ D１ D９ D18 D21

利用者負担額（円）

階層

認可保育所

認証保育所
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※ ※認証保育所は、区からの保育料補助金額
を差し引いた後の区内施設(1 歳児)の例 

施設別利用者負担(３歳未満児) 
資料８－２ 

施設別利用者負担(３歳児) 
資料８－３ 

※ ※認証保育所は、区からの保育料補助金額を

差し引いた後の区内施設(3 歳児)の例 
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〒166-8570 杉並区阿佐谷南 1-15-1 

TEL 03-3312-2111（代表） 

FAX 03-3312-9912 

http://www.city.suginami.tokyo.jp 

杉並区政策経営部企画課 
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